
１．概　要

　教育訓練は，国及び地方公共団体等において保健医療，

生活衛生及びこれらに関連する社会福祉（以下「保健医療

等」という．）に関係する業務に従事している職員（医師・

歯科医師・薬剤師・獣医師・保健師・助産師・管理栄養

士・診療放射線技師・臨床検査技師・病院の幹部職員・社

会福祉関係職員など）やこれから従事しようとする人々に

対して，専門的な教育を行い，我が国の保健医療等の分野

で働く人々の資質の向上及び改善を図ることを目的として

いる．

　教育内容として，保健医療等の基本理念と実践的な専門

的知識・技術，最新の情報などの修得が含まれており，各

研究部・センターがそれぞれの教育を担当している．

　平成２０年度より四つの区分によって行っており，各区分

の概要は次のとおりである．

（１）研究課程

　公衆衛生の分野において，実践的な専門家として自立し

て研究活動を行うために必要な高度の研究能力及びその基

礎となる豊かな学識を養い，保健医療等の行政，教育，研

究の指導者を養成することを目的とする．修業年限は３年．

（２）専門課程

　広い視野に立って，公衆衛生，保健医療福祉に関する精

深な知識，技術，技能を授け，各分野において，専門性を

要する職業人として指導的役割を果たすために必要な高度

の能力を養うことを目的とする．専門課程Ⅰ（保健福祉行

政管理分野本科，保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）

及び保健福祉行政管理分野分割後期（応用）に分けて行

う．），専門課程Ⅱ（地域保健福祉分野，生活衛生環境分野，

生物統計分野，医療管理分野，国際保健分野及び健康危機

管理分野に分けて行う．）及び専門課程Ⅲ（地域保健福祉

専攻科，地域保健臨床研修専攻科及び医療安全管理専攻科

に分けて行う．）がある．

　１）専門課程Ⅰ（保健福祉行政管理分野）

　　①本　科

　公衆衛生，保健福祉医療分野におけるリーダーと

なるために必要な高度の能力を養うことを目的とし，

修業年限は１年．保健所長の資格要件を定めた地域

保健法施行令第４条に定める「国立保健医療科学院

の行う養成訓練の課程」に相当し，本課程を修了し

た者は保健所長要件を満たす．特別研究論文が課さ

れる．

　　②保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）

　本科の科目のうち総単位数で１２単位となる必修科

目のみを受講する課程で，修業期間３月．当分の間，

本課程の修了者であっても，一定条件を満たす者は，

保健所長の資格要件を満たす．

　　③保健福祉行政管理分野分割後期（応用）

　国及び地方公共団体に勤務する者（内定者を含

む．），大学院に在籍する者で，勤務，就学等の事情

により，１年間通年で専門課程Ⅰを履修することが

困難な者に，修了の機会を与えることを目的として

おり，分割前期（基礎）修了者を対象とする．３年

間の在籍が認められ，特別研究論文が課される．専

門課程Ⅰ及びⅡの遠隔教育による選択科目の履修，

本院短期研修の履修，及び学会発表等により必要単

位の取得が可能である．

　本課程を修了した者は本科修了者と同様に，保健

所長要件を満たす．

　２）専門課程Ⅱ

　修業年限が１年または２年で，特別研究論文が課さ

れる．

　　①地域保健福祉分野

　地域保健福祉に関する実践的業務において，指導

的立場で実践活動を総合的に推進するために必要な

能力を養うことを目的とする．修業年限は１年．

　　②生活衛生環境分野

　環境保健・生活衛生業務において，指導的立場で

実践活動を推進するために必要な能力を養うことを

目的とする．修業年限は１年．

　　③生物統計分野

　臨床試験に係わる生物統計学を利用する業務にお

いて，指導的立場で実践活動を推進するために必要

な能力を養うことを目的とする．修業年限は１年．

　　④医療管理分野

　地域における保健・医療・福祉施設との連携にお

ける医療供給システムを構築するために必要な能力

を養うことを目的とする．修業年限は１年．

　　⑤国際保健分野

　国際保健に関連する各種プロジェクトの企画立案，

実施，評価に関する指導的業務に，公衆衛生の見地

を踏まえて従事できるマネジメント能力を持つ者を

養成することを目的とする．なお，全ての講義，演

習は原則として英語で行われる．修業年限は１年．

　　⑥健康危機管理分野（FETP）
　広い視野に立って公衆衛生，保健医療福祉に関す

る精深な知識，技能を習得し，感染症対策に係る健

康危機管理分野において，指導的立場で実地疫学の
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実践を推進するために必要な能力を養うことを目的

とする．修業年限は２年．平成２１年度より，保健所

長の資格要件を定めた地域保健法施行令第４条に定

める「国立保健医療科学院の行う養成訓練の課程」

に相当することとなり，本課程を修了した医師であ

る者は保健所長要件を満たす．

　国際的な実施疫学専門家（Field Epidemiologist）
の養成コースに準拠すると厚生労働省が認定する研

修で，国立感染症研究所と共同で実施する．

　３）専門課程Ⅲ

　修業期間３月～６月で，特別研究論文は課さない．

本課程修了者が将来専門課程Ⅰ，Ⅱに入学する場合に

は，本課程での既得単位を一定の限度内で振り替えて

認定する予定．

　　①地域保健福祉専攻科

　公衆衛生，保健福祉に関連する業務において，実

践活動の質的向上を図るために必要な下記に示す知

識・技術を修得することを目的とする．

・社会保障・社会福祉，地域保健に関する最新の知

識

・保健福祉情報を活用し，総合的な地域診断ができ

る能力

・地域保健福祉分野における企画・調整能力

・地域保健福祉の連携に関する知識・技術

・監視・指導に関する知識・技術

・組織運営・管理に関する知識・技術

・人材育成の知識・技術

　　②地域保健臨床研修専攻科

　医師臨床研修２年目の研修医に対して，将来保健

所勤務等，公衆衛生分野のキャリアを目指す医師を

育成することを目的とする．

　　③医療安全管理専攻科

　安全文化を醸成し，医療安全を推進するための基

本的，専門的知識・技術を学び，施設内医療安全管

理を担うとともに，地域や日本全体の医療安全に貢

献し得る人材を育成することを目的とする．

（３）短期研修

　現に保健医療等関係業務に従事している者に対し，業務

に関する最新の知識，技術等を授けることを目的とする．

研修期間は１日～２７日間．

（４）国際協力研修

　主として開発途上国の保健医療等に関係する人材の育成

に関する外国政府，国際機関，独立行政法人国際協力機構

その他これに類する機関の要請に応じて，保健医療等関係

業務に従事している者に対し，必要な知識，技術等を授け

ることを目的とする．

２．平成２１年度に実施した教育訓練

（１）研究課程

　定員は１年度につき７名，新規入学者は２名，研究論文

の審査に合格したのは自費による修業者１名である．

（２）専門課程

　１）専門課程Ⅰ（保健福祉行政管理分野）

　専門課程Ⅰ全体で定員３０名，本科入学者は１名，修

業者１名，保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）入

学者は１０名，しかし５月連休明けから新型インフルエ

ンザ対応のため２名が地元に戻らざるを得ず，修業者

は８名となり，うち１名のみが同後期（応用）へ進学

した．同後期の修業者は平成１９年度入学者が１名．派

遣元は都道府県５名，指定都市等３名．

　２）専門課程Ⅱ

　専門課程Ⅱ全体で定員３０名．

　　①地域保健福祉分野

　入学者６名，修業者５名．修業者のうち，４名が

都道府県４名からの派遣，１名は自費である．

　　②生活衛生環境分野

　入学者１名，修業者１名，自費である．

　　③生物統計分野

　入学者４名，修業者５名，うち平成２０年度入学者

４名，同２１年度入学者１名，全て自費である．

　　④医療管理分野

　入学者なし．

　　⑤国際保健分野

　入学者７名，修業者７名．派遣元は国際協力事業

団長期研修生３名（セネガル，スリランカ，中国），

WHO１名（フィリピン）及び日本人３名は自費で
ある．

　　⑥健康危機管理分野（FETP）
　入学者５名，修業年限２年間であるので，修業者

は平成２０年度入学の４名，うち国および指定都市等

からの派遣がそれぞれ１名，他２名は自費である．

　３）専門課程Ⅲ

　専門課程Ⅲ全体で定員３０名．

　　①地域保健福祉専攻科

　入学者３名，修業者３名，全て都道府県からの派

遣である．

　　②地域保健臨床研修専攻科

　入学者１２名，修業者１２名，うち国立病院機構から

の派遣が４名，国立大学法人から６名，市立病院及

び財団法人から各１名の派遣である．

　　③医療安全管理専攻科

　入学者７名，修業者７名，うち市立病院からの派

遣が１名，社団法人から２名，医療法人から１名，

　学校法人から１名及びその他法人から２名の派遣

である．
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（３）短期研修

　１）行政管理・政策に関する分野

　①療養病床の再編支援研修

　療養病床の転換計画に関する相談業務を担当する地方

自治体職員を対象として，療養病床の転換計画を検討し

ている事業者（病院管理者）に対して，適切な指導を行

うための知識を身につけ，病床転換支援業務に活用する

ことを目的として実施した．

　定員１００名，応募者７７名，受講許可者７７名，受講者６８

名，修了者６８名，派遣元は，都道府県５７名，指定都市等

１１名．教育期間は平成２１年６月２９日から６月３０日まで．

　②衛生主管部局事務官研修

　衛生主管部局等（保健所等を含む）の管理職等の事務

官を対象として，保健福祉行政の特徴を理解し，部局内

及び関係機関との効果的なコミュニケーションの技術，

ポピュレーションアプローチの企画のための知識を習得

することによって，衛生主管部局における組織管理の実

践的能力を開発することを目的として実施した．

　定員２０名，応募者９名，受講許可者９名，受講者９名，

修了者９名，派遣元は，都道府県５名，指定都市等４名．

教育期間は平成２１年９月２日から９月４日まで．

　③地域医療推進専門家養成研修

　全国自治体の地域医療計画の策定・地域医療連携の遂

行に携わる本庁職員・保健所職員のうち，医 系技官等の
技術系職員で，事前に厚生労働省医政局指導課が開催す

る研修に参加した者を対象として，地域完結型の医療提

供体制を構築するために，地方自治体における医療施策

のリーダーに必要な知識と技術を習得することを目的と

して実施した．

　定員３０名，応募者２０名，受講許可者２０名，受講者１５名，

修了者１３名，派遣元は，都道府県１０名，指定都市等３ 
名．教育期間は平成２１年１１月１６日から１１月２０日まで．

　２）地域保健に関する分野

　④健康危機管理保健所長等研修

　全国の保健所長及び保健所管理職員等を対象に，地域

における健康危機管理について理解を深めるとともに，

演習等を通じて平時及び健康危機発生時における対応の

能力の向上を図ることを目的として実施した．「実務編」

（３回）では，地域における健康危機管理の現状と課題，

原因別の対応等について理解するとともに，事例分析や

ロールプレイなどの演習を通じて，健康危機への対応の

実践的技術を習得することを目的とした．「高度技術編」

は，「実務編」で修得した知識・技術を応用して，地域

における健康危機管理のトピックスを中心として，計画

策定やシュミレーションなど，更に実践的な技術及び考

え方の習得を図ることを目的として実施した．

　  「実務編」定員は各回４０名，第１回応募者２７名，受講
許可者２７名，受講者２６名，修了者２６名，派遣元は，都道

府県２０名， 指定都市等６名．教育期間は平成２１年９月３０

日から１０月２日まで．第２回応募者２４名，受講許可者２４

名，受講者２４名，修了者２４名，派遣元は，都道府県１７名，

指定都市等７名．教育期間は平成２１年１２月１６日から１２月

１８日まで．第３回応募者２５名，受講許可者２５名，受講者

２５名，修了者２５名，派遣元は，都道府県１５名，指定都市

等１０名．教育期間は平成２２年２月３日から２月５日まで．

　 「高度技術編」定員は２０名，応募者１１名，受講許可者
１１名，受講者１０名，修了者１０名，派遣元は，都道府県６

名， 指定都市等４名．教育期間は平成２１年７月２９日から
７月３１日まで．

　⑤生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・

技術研修

　「特定健診・特定保健指導」（高齢者医療法第２０・２４

条）を効果的・効率的に運営するために，「計画編」で

は，都道府県等及び医療保険者等で研修の企画立案担当

者を対象として，必要な「健診・保健指導」事業の企画，

運営及び評価に関して，必要不可欠な研修を実施するこ

とができることを目的として実施した．「評価編」では，

都道府県等の保険者協議会及び地域・職域連携推進協議

会等において評価に携わる者および都道府県等において

特定健診・保健指導事業の推進に携わる者を対象として，

「特定健診・特定保健指導」（高齢者医療法第２０・２４条）

事業の評価を円滑に実施することができることを目的と

して実施した．

　「計画編」定員は１５０名，応募者１７１名，受講許可者

１５４名，受講者１４８名，修了者１４５名，派遣元は，都道府

県７６名， 指定都市３２名，医療保険者等３７名．教育期間は
平成２１年７月２７日から７月２９日まで．「評価編」定員は

５０名，応募者１１５名，受講許可者９７名，受講者９３名，修

了者９２名，派遣元は，都道府県６７名， 指定都市１９名，医
療保険者等６名．教育期間は平成２１年７月３０日から７月

３１日まで．

　⑥たばこ対策の推進に関する研修

　公衆衛生業務に携わる地方公共団体職員のうち，「企

画・調整」では，たばこ対策の企画・調整や指導者的な

立場で，健康教育やたばこ対策に関連する部署に所属す

る者を対象に，「禁煙支援」では，健康教育やたばこ対

策を担当する者を対象として，総合的な理解を深めて，

対策の企画や関係者との調整，或いは指導者としての技

術向上を図って，業務に活用することができるようにな

ることを目的として実施した．

　「企画・調整」定員は３０名，応募者２１名，受講許可者

２１名，受講者２１名，修了者２０名，派遣元は，都道府県８

名， 指定都市等 １２ 名．教育期間は平成２１年９月１日か
ら９月４日まで．「禁煙支援」定員は５０名，応募者３４名，

受講許可者３４名，受講者３１名，修了者３１名，派遣元は，

都道府県６名， 指定都市等２２名，医療法人２名，他法人
１名．教育期間は平成２２年２月１６日から２月１９日まで．

　⑦児童虐待防止研修

　保健所及び市町村等において，母子保健業務，精神保
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健福祉業務等に従事している中堅保健師，助産師（実務

経験５年以上），その他児童相談所で児童虐待防止に携

わる職員を対象にして，乳幼児虐待への支援に関する

スーパーバイズができる人材を養成するため，乳幼児虐

待あるいは虐待ハイリスクに対して，関係機関等との連

携によって効果的な虐待予防の活動を行うため必要な知

識及び技術の習得を目的として実施した．

　定員４０名，応募者４１名，受講許可者４１名，受講者４０名，

修了者３９名，派遣元は，都道府県９名， 指定都市等２８名．
教育期間は平成２１年６月２９日から７月３日まで．

　⑧死体検案研修

　検案業務に従事する機会の多い医師を対象に，「死体

検案」業務の充実を図ることを目的としている．科学院

での前半２日間と後半１日間の研修の間に，各受講者は，

東京都監察医務院等における監察医業務や地元の大学医

学部の法医学教室における法医学解剖等の見学実習を

行った．

　定員１００名，応募者１２４名，受講許可者１２４名，受講者

１１２名，修了者１０１名，すべて自費．教育期間は前期：平

成２１年１０月１１日から１０月１２日まで，後期：平成２２年２月

７日．

　⑨公衆衛生看護管理者研修

　国及び地方公共団体において管理者的立場にある保健

師を対象に，「実務管理」では管理に関する諸理論及び

活動計画・評価について最新情報を学び，公衆衛生看護

活動を評価し，地域及び組織の課題を的確に把握する能

力を養うとともに，公衆衛生看護管理者として，効果的

な活動を展開するための知識と技術を習得することを目

的として実施した．「人材管理」では，人材育成・保健

師総括部門の保健師も含めて，公衆衛生看護管理者とし

ての素養を身につけるための，次世代ｍｐ人材育成を施

策的に実行できる知識と技能を習得することを目的とし

て実施した．

　  「実務管理」定員は４０名，応募者４３名，受講許可者４３
名，受講者３３名，修了者３３名，派遣元は，都道府県１８

名， 指定都市等１５名．教育期間は平成２１年５月２５日から
６月１２日まで．許可者数と受講者数の乖離は新型インフ

ルエンザへの対応のためと思われる．「人材管理」定員

は２５名，応募者３２名，受講許可者３２名，受講者３１名，修

了者３１名，派遣元は，都道府県１３名，指定都市等１８名．

教育期間は事前に遠隔教育を各人で受講後，平成２１年９

月１４日から９月１６日まで集合研修．

　⑩公衆衛生看護中堅者研修

　保健師等で地方公共団体等に勤務し，地域ケアのシス

テムづくりに関与した経験を持つ中間管理者的立場にあ

る者を対象に，各地方自治体で実施する地域ケアの総合

調整が図れる能力の習得を目的に実施した．前期は主に

連携・調整に関する基礎的知識及び地域ケアのシステム

化のプロセスを学習し，各自の地域ケア課題の明確化を

行い，前期・後期の間で実践における課題を検討し，後

期においては課題解決できる実践力及び活動を評価する

能力を養った．

　定員３０名，応募者４３名，受講許可者４３名，受講者４３名，

修了者４１名，派遣元は，都道府県２３名， 指定都市等２０
名． 教育期間は前期：平成２１年８月３１日から９月８日ま
で，後期：平成２２年１月１３日から１月１５日まで．

　⑪公衆栄養研修

　栄養士業務について５年以上の経験（うち行政栄養士

経験が２年以上）を有する地方公共団体等に勤務する管

理栄養士を対象に，地域の健康づくりを推進する公衆栄

養・地域栄養活動のために，政策から公衆栄養診断，公

衆栄養計画・評価に至る総合的調整ができる能力・技術

を習得を習得し，コーディネーターとしての役割を遂行

できる行政栄養士の育成を目的として実施した．

　定員３０名，応募者２５名，受講許可者２５名，受講者２５名，

修了者２５名，派遣元は，都道府県１６名，指定都市等９

名． 教育期間は平成２１年８月１７日から９月１１日まで．
　⑫健康・栄養調査の企画・運営・評価に関する研修

　都道府県，指定都市，中核市・特別区において，地域

健康・栄養調査の企画・運営・評価に携わる職員を対象

とし，医療費適正化計画に伴う健康増進計画，食育推進

計画等の各種計画に関連して，健康・栄養調査の設計・

実施・集計・解析の一連の業務を行い，そのデータを地

域の実情に応じて活用，提言ができる能力を養うことを

目的として実施した．

　定員５０名，応募者５３名，受講許可者５３名，受講者５０名，

修了者５０名，派遣元は，都道府県３８名， 指定都市等９名．
教育期間は平成２２年２月１７日から２月１９日まで．

　⑬歯科保健研修（歯科専門職向け）

　地方自治体において歯科保健業務に従事する歯科医師

及び歯科衛生士を対象に，歯科保健施策の遂行に必要な

資質の向上を図るとともに，各自治体において実戦可能

な新たな歯科保健事業を企画・立案する能力を育成する

ことを目的として実施した．

　定員２０名，受講許可者１１名，受講者１１名，修了者１０名，

派遣元は，都道府県４名，指定都市等６名．教育期間は

平成２１年７月２１日から８月２１ 日まで及び平成２１年８月
３１日から９月１８日まで遠隔教育を各人で受講し，平成２１

年８月２４日から８月２８ 日までは集合研修．

　３）感染症に関する分野

　⑭エイズ対策研修

　エイズ担当者（医師，保健師等）を対象に，科学的根

拠に基づくHIV/AIDS対策を地域で効果的に実践するた
めに，「地域基盤整備」では，その病態，疫学，社会的

背景，個別施策に関する基本的な知識を習得することを

目的として，また従前の「基礎」または「地域基盤整

備」修了者を対象として，「検査相談機能強化」では，

HIV検査及び相談（カウンセリング）の知識と技術を習
得することを目的として，さらに「戦略開発・事業管
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理」では同じく従前の「基礎」または「地域基盤整備」

修了者を対象とし，HIV/AIDS対策の企画・実施・評価
に関する総合的な知識と技術を習得することを目的とし

て実施した．

　 「地域基盤整備」定員８０名，応募者７９名，受講許可者
７９名，受講者７０名，修了者７０名，派遣元は，都道府県２７

名， 指定都市等４３名．教育期間は平成２１年６月２２日から
６月２６日まで．「検査相談機能強化」定員２０名，応募者

２６名，受講許可者２６名，受講者２５名，修了者２５名，派  
遣元は，都道府県７名，指定都市等１８名．教育期間は平

成２１年６月２９日から７月１日まで．「戦略開発・事業管

理」定員２０名，応募者１３名，受講許可者１３名，受講者１０

名，修了者１０名，派遣元は，都道府県２名，指定都市等

８名．教育期間は平成２１年７月１３日から７月１５日まで．

　⑮感染症集団発生対策研修

　食中毒・感染症・原因不明の集団発生健康被害に対し

て保健所に求められる危機管理実践能力の向上を目指し

て，保健所や地方衛生研究所等に勤務する感染症対策担

当実務者，食品衛生担当実務者等を対象とし，感染症集

団発生対策に係る知識を学ぶとともに，原因究明調査に

必要な実地疫学（field epidemiology）の理論及び技術を，
実例を用いた実践的学習により習得することを目的とし

て実施した．

　定員４０名，応募者２９名，受講許可者２８名，受講者２７名，

修了者２７名，派遣元は，都道府県１６名，指定都市等１１名．

教育期間は平成２１年１１月９日から１１月１３日まで．

　⑯新興再興感染症技術研修

　医学，獣医学，薬学，理学，農学等の学士課程を卒業

し又は臨床検査技師の免許を有する者で都道府県及び政

令都市・中核市における地方衛生研究所・保健所等で病

原ウイルス検査業務について２年以上の実務経験を有し，

引き続き携わる者を対象に，麻疹ウイルスの検査診断が

適切にできるようになるために，体系的な知識及び基本

的かつ実践的な麻疹検査診断技術の習得を目的として実

施した．

　定員２０名，応募者１５名，受講許可者１５名，受講者１５名，

修了者１５名，派遣元は，都道府県４名， 指定都市等１１名．
教育期間は平成２１年１０月５日から１０月９日まで．

　⑰細菌研修

　地方衛生研究所等において病原細菌検査業務に従事し，

半年以上細菌検査業務に従事した実務経験を有し，細菌

検査法の基礎的技術（無菌操作，マイクロピペットの使

用，バイオハザード対策等）を有する学士課程卒業者等

を対象に，講義を必要最小限にして実験実習に重点を置

いて，細菌学の体系的な理解と現状に対応した技術（細

菌検査・診断）の習得を目的として実施した．

　定員２０名，応募者３２名，受講許可者３２名，受講者３２名，

修了者３２名，派遣元は，都道府県１３名， 指定都市等１９名．
教育期間は平成２１年１１月２日から１１月２０日まで．

　４）病院マネジメントに関する分野

　⑱病院長研修

　病院長又は副院長を対象とし，トップが病院管理上の

課題に取り組むために必要な知識・技術の習得を目的と

して実施した．

　定員各回４０名，１回目応募者２８名，受講許可者２７名，

受講者２７名，修了者２７名，派遣元は，国１名，都道府県

５名，市等４名，労働者健康福祉機構４名，日赤４名，

共済組合４名，社会福祉法人２名，健保連１名，医療法

人１名，財団法人１名． 教育期間は平成２１年６月９日か
ら６月１２日まで．２回目応募者３０名，受講許可者３０名，

受講者２６名，修了者２６名，派遣元は，国１名，都道府県

２名，市等２名，労働者健康福祉機構１名，日赤１名，

厚生連２名，全社連１名，国立大学法人１名，学校法人

２名，済生会１名，医療法人７名，財団法人３名，民間

会社２名，他組合１名．教育期間は平成２１年１０月６日か

ら１０月９日まで．

　⑲事務部長研修

　事務部長，事務長を対象とし，事務職トップが病院管

理を総合的に理解できるために必要な知識・技術の習得

を目的として実施した．

　定員各回４０名，１回目応募者６１名，受講許可者４５名，

受講者４０名，修了者４０名，派遣元は，国１名，都道府県

１４名，市等１名，労働者健康福祉機構３名，日赤１名，

厚生連３名，共済組合６名，他組合２名 ，財団法人１
名，医療法人６名，他法人２名． 教育期間は平成２１年６
月１日から６月５日まで． ２回目応募者６８名，受講許可
者４４名，受講者４１名，修了者４１名，派遣元は，国３名，

都道府県４名，市等２名，日赤４名，厚生連４名，済生

会１名，共済組合１名，他組合４名，公益法人４名，医

療法人１２名，他法人１名，民間会社１名． 教育期間は平
成２１年９月２８日から１０月２日まで．

　⑳看護部長研修

　看護部長，総看護師長を対象とし，看護職トップが病

院管理上の課題に取り組み，経営戦略に基づく看護管理

を実践するために必要な知識・技術の習得を目的として

２回実施した．

　定員各回６０名，１回目応募者６５名，受講許可者６５名，

受講者６３名，修了者６３名，派遣元は，国２名，都道府県

１２名，市等５名，国立病院機構１名，労働者健康福祉機

構７名，地方独立行政法人３名，国立大学法人１名，全

社連２名，厚生連２名，済生会１名，共済組合２名， 公
益法人２名，医療法人２０名，学校法人２名，民間会社 
１名． 教育期間は平成２１年７月７日から７月１０日まで． 
２回目応募者５２名，受講許可者５２名，受講者５０名，修了

者５０名，派遣元は，国１名，都道府県６名，市等７名，

国立病院機構１名，労働者健康福祉機構８名，地方独立

行政法人１名，国立大学法人２名，厚生連４名，共済組

合２名，公益法人３名，医療法人１２名，学校法人２名，

他法人２名，民間会社１名． 教育期間は平成２１年１１月１０
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日から１１月１３日まで．

　澡トップリーダー研修

　病院長，事務部長，看護部長，診療部長等病院経営に

直接携わる者を対象とし，参加者の病院をケースとして

取り上げ，激しく変化する医療環境に病院を適応させる

ための総合的な運営能力を養うことを目的して実施した．

　定員各回３０名，１回目応募者２１名，受講許可者２１名，

受講者２０名，修了者２０名，派遣元は，都道府県３名，市

等２名，国立大学法人１名，日赤１名，厚生連１名，共

済組合１名，他組合１名，公益法人２名， 医療法人６
名， 学校法人２名．教育期間は平成２１年６月２２日から６
月２６日まで．２回目応募者２４名，受講許可者２４名，受講

者２４名，修了者２３名，派遣元は，都道府県１名，市等 
２名，国立病院機構１名，国立大学法人１名，厚生連 
２名，他組合１名，公益法人５名，医療法人７名，学校

法人３名． 教育期間は平成２１年１０月２６日から１０月３０日ま
で．

　澤急性期病院施設計画研修

　近い将来施設の改修・改築を計画している急性期病院

の院長・事務長を対象とし，急性期病院の改修・改築に

当たって留意すべき事項を，施設計画及び部門マネジメ

ントの観点から習得することを目的として実施した．

　定員２０名，応募者１６名，受講許可者１６名，受講者１５名，

修了者１５名，派遣元は，市等１名，日赤３名，全社連 
１名，共済組合２名，公益法人１名，医療法人７名． 教
育期間は平成２１年１１月２５日から１１月２７日まで．

　澹病院経営に資する診療情報マネジメント研修

　病院で診療録及び診療情報管理の業務，又はこれに関

する業務に数年間従事し，最新の診療情報の取扱いにつ

いて基礎的な知識を有する者を対象として，最新の医療

情報の動向について学び，病院経営に携わる幹部として

のコンピテンシーを認識・習得することを目的として実

施した．

　定員２０名，応募者１９名，受講許可者１８名，受講者１７名，

修了者１７名，派遣元は，市等２名，日赤１名，済生会 
１名，共済組合２名，他組合２名，公益法人１名，医療

法人６名，学校法人２名． 教育期間は平成２１年８月１８日
から８月２１日まで．

　濆療養病床の転換支援研修

　療養病床を有する医療機関の管理者（院長・副院長・

事務長もしくはこれに準ずる者）を対象として，療養病

床の転換計画を進めるために必要な知識を身につけ，自

院の病床転換計画の検討に活用できるようになることを

目的として実施した．

　定員６０名，応募者７３名，受講許可者７３名，受講者６８名，

修了者６７名，派遣元は，市等５名，他組合１名，公益法

人４名，医療法人５４名，他法人１名，民間会社１名，個

人病院１名．教育期間は平成２１年５月２０日から５月２２日

まで．

　５）医療安全に関する分野

　澪医療安全リーダーシップ研修

　病院長，又は副院長を対象とし，組織における病院長

など最終意思決定者に必要な医療安全におけるリーダー

シップを発揮するための知識・技術の習得を目的として，

２回実施した．

　定員各回４０名，１回目応募者３６名，受講許可者３６名，

受講者３４名，修了者３３名，派遣元は，国１名，都道府県

８名，市等３名，国立病院機構２名，国立大学法人３名，

日赤１名，厚生連１名，共済組合１名，他組合１名， 公
益法人３名，医療法人５名，学校法人５名． 教育期間は
平成２１年４月２１日から４月２２日まで．２回目応募者２１名，

受講許可者２１名，受講者１９名，修了者１９名，派遣元は，

国２名，都道府県２名，市等１名，地方独立行政法人３

名，国立大学法人１名，日赤１名，厚生連１名，済生会

１名，他組合１名，公益法人１名，医療法人４名，学校

法人２ 名，他法人１名．教育期間は平成２１年７月２２日
から７月２３日まで．

　濟医療安全管理者研修

　医療安全管理者として３年以上の経験を有する者を対

象とし，医療安全管理者として，医療安全におけるリー

ダーシップを発揮し，医療機関内の安全文化の醸成と医

療安全活動を推進するために必要な知識・技術の習得を

目的として，前期・後期を実施した．

　定員４０名，応募者５５名，受講許可者５５名，受講者５４名，

修了者５３名，派遣元は，国２名，都道府県３名，市等 
９名，労働者健康福祉機構１名，公立大学法人１名，日

赤２名，厚生団２名，厚生連２名，済生会２名，共済組

合２名，公益法人３名，医療法人１８名，学校法人４名，

他法人２名． 教育期間は前期：平成２１ 年５月１９日から５
月２１日まで，後期：平成２１ 年６月１６日から６月１８日まで．
　濕安全文化を醸成するカリキュラムデザイン研修

　既に数年間の医療安全の実務経験がある医療安全管理

者を対象として，医療機関における医療安全研修を企画

するための知識と技術を習得することを目的として実施

した．

　定員２０名，応募者１６名，受講許可者１６名，受講者１５名，

修了者１５名，派遣元は，国１名，市等１名，公立大学法

人１名，日赤１名，厚生団１名，共済組合２名，学校法

人３名，民間会社２名． 教育期間は平成２２年１月１９日か
ら１月２２日まで．

　濬医療安全：看護基礎教育・臨床ジョイント研修

　医療安全教育の担当者で教員経験３年以上の看護学校

教員及び医療機関の看護師で医療安全教育担当者で担当

３年以上の者を対象として，看護基礎教育と臨床におけ

る医療安全教育担当者が，双方の現状と課題を理解し歩

み寄ることで，必要な取り組みと協力体制を整えること

を目的として実施した．

　定員６０名，応募者２５名，受講許可者２５名，受講者２５名，

修了者２５名，派遣元は，国１名，都道府県６名，市等 
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１名，労働者健康福祉機構１名，全社連１名，厚生連１

名，共済組合１名，公益法人５名， 医療法人４名，学校
法人４名． 教育期間は平成２１年７月２８日から７月３１日ま
で．

　濔医療安全管理者フォローアップ研修

　医療安全管理者研修の修了者で，医療安全管理者の経

験が５年以上の者を対象とし，変化する医療安全に関連

する政策等の動向と，医療安全管理者に求められる責務

を再確認し，新たな課題に取り組むために必要な能力を

身につけることを目的として実施した．

　定員３０名，応募者１６名，受講許可者１６名，受講者１６名，

修了者１５名，派遣元は，国１名，都道府県２名，公立大

学法人１名，共済組合１名， 公益法人１名，医療法人　
２名，学校法人５名，他法人１名，民間会社１名． 教育
期間は平成２２ 年２月２３日から２月２５日まで．

　６）臨床研修に関する分野

　濘歯科医師臨床研修制度・研修管理委員会・委員長研修

　臨床研修指定病院（単独型及び管理型）における研修

管理委員会の委員長を対象に，臨床研修とその質の向上

のためのマネジメントを理解し，研修プログラムの実施

及び評価を管理する技能の習得を目的とし，具体的には，

研修の中断や再開，研修修了の基準，臨床研修において

認識すべき歯科医療・労働関係法規,複数の病院・施設
が関係する臨床研修の留意点，病院の安全管理といった

側面も含めて，講演と参加型セッションという形式で実

施した．

　定員５０名，応募者５４名，受講許可者５４名，受講者５０名，

修了者５０名，派遣元は，国立大学法人１８名，公立大学法

人５名，学校法人２７名．教育期間は平成２２年３月１１日か

ら３月１２日まで．

　７）環境衛生に関する分野

　濱水道クリプトスポリジウム試験法に係る技術研修

　水道におけるクリプトスポリジウムの適切な監視と制

御に資するため，地方衛生研究所，保健所，水道事業体

等において３年以上微生物検査業務に従事した実務経験

を有し，水道原水等のクリプトスポリジウム試験に携

わっている者又は今後携わる可能性のある者であって，

クリプトスポリジム等の寄生性原虫類とその試験法に関

する基礎知識を有する者を対象に，水中に存在するクリ

プトスポリジウムオーシストを検出するための試験方法

及び水道のクリプトスポリジウム対策に関する専門知識

と技術を習得を目的として実施した．

　定員２０名，応募者３２名，受講許可者２３名，受講者２３名，

修了者２３名，派遣元は，都道府県１０名，指定都市等１２名，

水道事業体等１名． 教育期間は平成２２年２月２日から２
月１０日まで．

　濮水道工学研修

　国及び地方公共団体等の衛生部局及び水道関係部局

（水道局，水道主務課，保健所，衛生研究所等）におい

て，水道（飲用井戸を含む）施設の計画，設計，運転，

維持管理，水質監視及びこれらに関する指導監督等の業

務に直接従事して３年以上の経験を有する理科系の学士

課程卒業者を対象に，水道水の安定供給とその安全性及

び快適性向上を図る上で必要な，水道工学等に関する最

新の専門知識と技術を養うことを目的として実施した．

　定員２０名，応募者２６名，受講許可者２６名，受講者２６名，

修了者２６名，派遣元は，都道府県１１名， 指定都市等１０名，
水道事業体等５名． 教育期間は平成２１年９月１４日から１０
月２３日まで．

　濛住まいと健康研修

　国及び地方公共団体等において公衆衛生に関する業務

に就いて３年以上の実務経験従事している者であって，

学校教育法に基づく大学において学士課程を修めて卒業

した者または保健師等を対象に，住環境が健康に及ぼす

影響を理解し，住民が健康に住むための技術支援を行う

ことができるようになるために，「住まいと健康」に関

する最新の体系的知識や対応技術を習得し，住民に対す

る住環境教育や自治体における事業展開に応用する能力

を獲得することを目的として実施した．

　定員２０名，応募者１７名，受講許可者１７名，受講者１７名，

修了者１７名，派遣元は，都道府県５名， 指定都市等１２名．
教育期間は平成２１年６月８日から６月２６日まで．

　瀉医療放射線監視研修

　国及び地方自治体において医療機関への立ち入り検査

等の業務に従事する者を対象に，医療機関への立入調査

等において必要な放射線機器，放射性医薬品の放射線管

理に関する最新の専門的かつ実務的な知識と技術を習得

することを目的として実施した．なお，本研修では前半

の５日間は遠隔教育で実施し，集合授業は後半の５日間

のみである．

　定員２０名，応募者１１名，受講許可者１１名，受講者１１名，

修了者１１名，派遣元は，都道府県６名，指定都市等２名，

国立業院機構３名．教育期間：遠隔は平成２１年１０月１９日

から１１月６日まで，集合研修は平成２１年１１月９日から１１

月１３日まで．

　８）食品と薬事に関する分野

　瀋薬事衛生管理研修

　国，医薬品医療機器総合機構及び都道府県でGMP／
QMS調査を担当する薬事監視員で，今後引き続きGMP
／QMS監視業務及び支援業務に従事する見込みの者を
対象として，GMP／QMS調査に必要とされる医薬品，
医薬部外品及び医療機器の製造技術，バリデーション，

工程管理等GMP／QMSに関する専門的科学的知識，薬
務行政における重要課題について理解・認識を高め，

GMP ／QMS調査の実行能力を一層向上させることを目
的として実施した．

　定員３０名，応募者３５名，受講許可者３５名，受講者３４名，
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修了者３４名，派遣元は，都道府県３１名， 医薬品医療機器
総合機構３名． 教育期間は平成２１年５月１８日から６月１９
日まで．

　濺食肉衛生検査研修

　地方公共団体の食肉衛生検査所等において，と畜検査

員または食鳥検査員として３年以上の実務経験を有する

獣医師を対象に，食肉の安全性確保及びその処理加工の

現場における衛生管理向上を図るために必要となる最新

の専門的な知識と技術の習得を目的として実施した．ま

た，本コースの受講により，食肉衛生検査に関する総合

的な知識と経験を基盤とした，監督官としての行政遂行

及び問題解決に必要となる能力開発を図った．

　定員３０名，応募者３５名，受講許可者３５名，受講者３５名，

修了者３５名，派遣元は，都道府県２８名，指定都市等７名．

教育期間は平成２１年６月２２日から７月１７日まで．

　瀑食品衛生管理研修

　食品衛生に関する業務に就いて５年以上の実務経験を

有し，食品衛生監視員として指導的立場にある専門技術

者及び行政担当者を対象に，食品衛生管理に関する専門

的かつ包括的な知識を養うことを目的として実施した．

　定員４０名，応募者５０名，受講許可者５０名，受講者５０名，

修了者５０名，派遣元は，国５名，都道府県２５名，指定都

市等２０名．教育期間は平成２２年１月１２日から２月１２日ま

で．

　瀁食品衛生監視指導研修

　国，都道府県等において食品衛生監視員として指導的

立場にあり，HACCPシステムの適用を含む食品の衛生
管理システムに関する基礎的知識とその知識を応用する

監視指導の実務経験を有する者を対象に，食品衛生管理

における監視，監査，指導，助言等に関する専門的かつ

実務的な知識と技術の習得を目的として実施した．

　定員２０名，応募者２３名，受講許可者２３名，受講者２３名，

修了者２３名，派遣元は，国４名，都道府県１３名，指定都

市等６名．教育期間は平成２１年１０月５日から１０月３０日ま

で．

　９）社会福祉に関する分野

　都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修

　都道府県・指定都市・中核市において社会福祉事業の

指導・監督にあたる初任の職員を対象に，適切な指導監

査のあり方を実施・普及できるように，社会福祉制度の

動向および法人や施設等への指導・監査の意義を理解し，

標準的な知識・技術を習得することを目的として，以下

４種，５研修を実施した．

　瀏都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・老人福祉施設担当）（２回）

　社会福祉法人・老人福祉施設の許認可，運営，経理の

指導・監督にあたる初任の職員が対象．

　定員各回１２０名，１回目応募者１７７名，受講許可者１４３

名，受講者１３８名，修了者１３５名，派遣元は，都道府県 

７６名， 指定都市等５９名． 教育期間は平成２１年５月１３日
から５月１５日まで．２回目応募者１３５名，受講許可者１２２

名，受講者１１０名，修了者１０７名，派遣元は，都道府県 
５４名，指定都市等５３名．教育期間は平成２１年５月２７日か

ら５月２９日まで．

　濾都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・障害者福祉施設担当）

　社会福祉法人・障害者福祉施設の許認可，運営，経理

の指導・監督にあたる初任の職員が対象．

　定員１２０名，応募者１４８名，受講許可者１３３名，受講者

１３１名，修了者１２８名，派遣元は，都道府県 ６９名，指定
都市等５９名．教育期間は平成２１年６月１０日から６月１２日

まで．

　瀛都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・児童福祉施設担当）

　社会福祉法人・児童福祉施設の許認可，運営，経理の

指導，監督にあたる初任の職員が対象．

　定員１２０名，応募者１４９名，受講許可者１２５名，受講者

１２５名，修了者１２４名，派遣元は，都道府県 ６３名，指定
都市等 ６１名．教育期間は平成２１年６月２４日から６月２６
日まで．

　瀚都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（生活

保護担当）

　生活保護の指導・監督にあたる初任の職員が対象．

　定員７０名，応募者７１名，受講許可者７１名，受講者６９名，

修了者６６名，派遣元は，都道府県３８名， 指定都市等２８名．
教育期間は平成２１年９月９日から９月１１日まで．

　潴福祉事務所長研修

　福祉事務所長を対象に，地域の福祉課題・必要への対

応，福祉人材・資源の活用育成という観点から，より効

果的に福祉事務所を運営できるよう，社会福祉の現代的

課題に対応した福祉事務所の役割を理解し，福祉事務所

運営に関する知識や技能を習得することを目的として実

施した．

　定員１１０名，応募者１２０名，受講許可者１２０名，受講者

１１０名，修了者１０２名，派遣元は，都道府県５９名， 指定都
市等４３名．教育期間は平成２１年７月２２日から７月２４日ま

で．

　瀝生活保護自立支援研修担当育成研修

　都道府県・指定都市において生活保護の研修を担当す

る中堅職員を対象に，管内職員の自立支援に関する資質

向上の観点から，研修を効果的に企画実施できるように

なるために，自立支援に関する研修の意義・目的を理解

し，研修の効果的な企画運営，遂行に必要な知識・技術

を習得することを目的として実施し，遠隔教育システム

を利用した課題提出を課した．

　定員７０名，応募者３０名，受講許可者３０名，受講者２８名，

修了者１６名，派遣元は，都道府県１１名，指定都市等５名．

教育期間：集合研修は平成２１年７月１５日から７月１７日ま

で．
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　瀘児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

　児童相談所の児童福祉司および児童心理司としての実

務経験が３年以上５年以下の職員を対象に，児童虐待の

相談援助の基礎的知識・スキルを前提として，他職種・

他機関との連携を充実させてより効果的な児童虐待の相

談援助をすすめるために，他職種・他機関との連携に関

する意義を理解し，必要な知識・技能を習得することを

目的として実施した．

　定員８０名，応募者６３名，受講許可者６３名，受講者６２名，

修了者６０名，派遣元は，都道府県５２名，指定都市等８名．

教育期間は平成２１年１１月１８日から１１月２０日まで．

　瀟都道府県障害程度区分指導者研修

　都道府県が行う障害者自立支援法の障害程度区分関係

研修の講師予定者である職員を対象とし，障害程度区分

認定調査の内容及び，市町村審査会における審査判定等

についての理解を深め，障害者自立支援法の障害程度区

分の認定と区分に関する専門的知識及び技術を高めるこ

とを目的として実施した．

　定員１５０名，応募者１２４名，受講許可者１２４名，受講者

１２３名，修了者１２１名，派遣元は，都道府県 １２１名．教育
期間は平成２１年６月２２日．

　瀰要介護認定都道府県等職員研修

　都道府県等において要介護認定に関わる不服審査，監

査を担当する職員を対象として，介護保険制度改正にお

ける要介護認定の改定に関する内容や，要介護認定の平

準化・適正化についての理解を深め，要介護認定の仕組

み及び認定調査方法等に関する専門的知識及び技術を養

うことを目的として実施した．

　定員１５０名，応募者１０９名，受講許可者１０９名，受講者

９８名，修了者９８名，派遣元は，都道府県７９名， 指定都市
等１９名．教育期間は平成２１年５月１９日．

　瀾要介護認定調査員指導者研修

　市町村及び指定市町村事務受託法人において，既に認

定調査に従事している等基本的な認定調査項目について

十分習熟しており，研修受講後においても引き続き認定

調査業務に従事し，研修等において指導的な役割を担う

職員を対象として，要介護認定における評価項目の定義

や判断の基準，調査方法に関する知識及び技術を高める

ことを目的として実施した．

　定員１５０名，応募者２１４名，受講許可者１５９名，受講者

１５４名，修了者１５３名，派遣元は，都道府県１３１名，指定

都市等２２名． 教育期間は平成２１年５月２０日から５月２１日．
　瀲介護保険指導監督中堅職員研修

　介護保険指導監督業務に従事している指導的な立場の

中堅職員が，適正な介護保険制度の実施に向けた指導監

督の意義と課題を理解した上で，実地指導・監査の標準

化や業務管理体制の監督業務に資する知識を習得すると

共に，根拠に基づいた適切な指導監査の具体的な手法を

習得することを目的として実施した．

　定員１２０名，応募者１４４名，受講許可者１３０名，受講者

１２８名，修了者１２４名，派遣元は，都道府県７３名， 指定都
市等５１名． 教育期間は平成２１年１２月２日から１２月４日．
　灑医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修

　医療ソーシャルワーカーとしての実務経験１０年以上の

現任者に対し，病院内外のソーシャルワーク活動に必要

なリーダーシップの機能とマネジメントの機能を理解し，

組織運営に応用できる技術を習得することを目的として

２回実施した．

　定員各回４５名，１回目応募者５９名，受講許可者４９名，

受講者４７名，修了者４７名，派遣元は，国１名，都道府県

３名，市等４名，国立病院機構１名，地方独立行政法人

１名，公立大学法人１名，日赤１名，全社連１名，済生

会１名，共済組合１名， 他組合２名，公益法人３名，医
療法人２０名，学校法人２名，他法人５名． 教育期間は平
成２１年５月１１日から５月１５日まで．２回目応募者３２名，

受講許可者３２名，受講者３１名，修了者２９名，派遣元は，

都道府県２名，市等２名，国立病院機構３名，日赤２名，

全社連１名，公益法人６名，医療法人１０ 名，学校法人
１名，他法人１名，民間会社１名． 教育期間は平成２１年
９月１４日から９月１８日まで．

　灣ユニットケアに関する研修

　都道府県，指定都市及び中核市の高齢福祉部局の施設

整備担当者ならびに指導監督担当者である職員に対し，

特別養護老人ホームや老人保健施設をはじめとするユ

ニット型施設を整備・運営する事業者に対して適切なア

ドバイスができるよう，必要な知識と技術を習得するこ

とを目的として２回実施した．

　定員各回８０名，１回目応募者１０５名，受講許可者１０５名，

受講者９３名，修了者９１名，派遣元は，都道府県４９名， 指
定都市等４２名．教育期間は平成２１年６月３日から６月５

日まで．２回目応募者６９名，受講許可者６９名，受講者６２

名，修了者６２名，派遣元は，都道府県３４名，指定都市等

２８名．教育期間は平成２１年７月１日から７月３日まで．

　１０）情報統計に関する分野

　炙疫学統計研修

　国及び地方公共団体等において公衆衛生に関する業務

に従事し，医学・歯学・獣医学・保健学・看護学・栄養

学・薬学・理工学・生活科学等の学士課程を修めて卒業

した者を対象に，保健所や試験研究機関での公衆衛生に

係わる業務である調査・研究の推進に必要な統計学及び

疫学の基礎知識と技術を提供し，研究計画を立案する技

能獲得を目的として実施した．

　定員２０名，応募者１８名，受講許可者１８名，受講者１７名，

修了者１７名，派遣元は，都道府県４名， 指定都市等４名，
国立大学法人１名，健保連１名，共済組合１名，公益法

人３名，学校法人２名，民間会社１名． 教育期間は平成
２１年８月３１日から９月１１日．

　炒地域保健支援のための保健情報処理技術研修（情報収

集・管理・発信，施策立案支援）
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　地方公共団体等の職員であって，保健，医療，福祉の

分野において情報の利用に関与している者，又はこれら

の情報を使用して住民指導や所属部署内での研修を実施

しようとする者，あるいは行政施策立案資料等の作成や

評価を実施しようとする者を対象として，地域保健法で

住民の多様なニーズに対応したきめ細かなサービスの質

の向上及び効率化並びに関係機関のネットワークを構築

するため求められている地域保健医療福祉情報の処理技

術の積極的な活用について，保健医療福祉に関する情報

の幅広い収集・管理・分析・提供及び住民相談に総合的

に対応できる情報ネットワークの構築並びに地域住民の

生活に密着した調査及び研究の推進による保健需要，健

康問題を明らかにすることを目的に実施した．

　「情報収集・管理・発信研修」では情報の収集・管理・

分析・評価・発信・提供などに関するICT（情報通信技
術）を利用した手法の習得とその実務へ応用できる技能

の獲得，「施策立案支援研修」では情報の分析・評価の

方法を習得し，地域保健における施策計画立案に活用で

きる能力を養うことに重点を置いた．

　「情報収集・管理・発信研修」定員２０名，応募者１３名，

受講許可者１３名，受講者１２名，修了者１２名，派遣元は，

都道府県３名， 指定都市等８名，医療法人１名． 教育
期間は平成２１年１０月５日から１０月１６日，うち１０月５日か

ら１０月９日までは遠隔教育．「施策立案支援研修」定員

２０名，応募者１６名，受講許可者１６名，受講者１５名，修了

者１５名，派遣元は，都道府県１０名， 指定都市等５名． 
教育期間は平成２１年１１月３０日から１２月１１日．

　炯臨床試験に係わる臨床医向け生物統計学研修

　これから臨床試験を計画する，あるいは参加する予定

のある医師または歯科医師を対象にして，臨床医が臨床

試験を適切に計画，実施，評価する上で最小限必要な生

物学統計の基礎知識と技術の習得をねらいとするととも

に，臨床試験を適切に計画し，かつ，評価できる基礎能

力を身につけることを目的として実施した．

　定員２０名，応募者２３名，受講許可者２２名，受講者２２名，

修了者２２名，派遣元は，都道府県７名，国立病院機構 
３名，地方独立行政法人６名，日赤１名，医療法人１名，

学校法人１名，医薬品医療機器総合機構２名，その他２

名． 教育期間は平成２１年１０月２６日から１１月２７日，うち集
合研修は１０月２６日から１０月３０日まで，およびは１１月２７日

のみで他は遠隔教育．

（４）国際協力研修

　１）集団研修

　①「保健衛生管理」研修

　開発途上国における公衆衛生行政とそれを担う人材の

育成に関し，国家レベルでの公衆衛生行政プログラムの

策定，実施及び評価を踏まえて人材育成を行うための方

法論の紹介と演習を行い，あわせて参加国における公衆

衛生プログラムの相互紹介と意見交換を通じて各国のプ

ログラム強化に寄与することを目的として実施した．研

修期間は約２か月．１４名が受講し修了した．

　②「保健衛生政策向上セミナー」研修

　参加各国の政府機関等において，保健衛生行政に携わ

る上級行政官あるいは公共機関において同等の地位にあ

る者を対象とし，講義，討論，施設見学を通じ，我が国

の保健衛生行政，歴史的過程及び現状を紹介するととも

に，各国の事情紹介，比較研究を行い，参加各国の保健

衛生行政の改善に寄与することを目的として実施した．

研修期間は約２週間．９名が受講し修了した．

　③ 「病院管理技術とヘルスサービスマネジメント」研修

　発展途上国でのヘルスケア運営システムを円滑に行う

知識を養い，発展途上国における人々の健康状態の促進

を図るため，研修での講義，ケーススタディ，グループ

ディスカッションを通じて病院管理技術とヘルスマネジ

メントに関する一般的知識を習得することを目的として

実施した．研修期間は約１か月．１５名が受講し修了した．

　④ＷＨＯ－ＮＣＤコース（世界保健機関西太平洋地域に

おける非感染症対策研修）

　西太平洋地域における非感染症（NCD）；生活習慣病
の蔓延に対する能力の強化と開発を目的として，①健康

日本２１などモデルとなる日本の経験を紹介すると同時に，

世界，地域，国の各レベルにおけるNCD対策について
再考し，②クリティカルアプローチ，ネットワーク体制

および実践地域の確立を促し，参加国におけるNCD予
防対策を強化して，③参加国内，参加国間によるフォ

ローアップのためにもアクションプランを作成すること

を目標に実施した．今年度は前半３日間に過去のコース

参加者を招聘し，各国の進捗報告と更なる今後の対策を

検討した．また，後半２日間では各国の政策決定に携わ

る上級幹部クラスも合同で参加し，地域レベルでの非感

染症対策を考察し，強化させた．これらの成果は「さい

たま宣言（Saitama Call to Action）」として総括された．
期間は，５日間．４０名が受講し修了した．

　２）個別研修

　平成２１年度には１３の個別研修を行い，のべ７２人が受

講した．（教育訓練関係表（６）を参照．）
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２．平成２１年度に実施した教育訓練関係表

（１）修了者一覧 

 

24

平成２１年度研究課程修了者・特別研究課題一覧

指導教官
特 別 研 究 課 題 名研修生氏名学籍番号

氏　　名所　　　属

丹後俊郎技術評価部 予後因子のバランスをとる割付法を用いた無作
為化比較試験における無作為化モデルの研究長谷川貴大研　　

１９－４

平成２１年度専門課程Ⅰ・Ⅱ修了者・特別研究課題一覧

指導教官
特 別 研 究 課 題 名研修生氏名学籍番号分野

氏　　名所　　　属

曽根智史

武村真治

公衆衛生政策部

公衆衛生政策部
高齢者施設における平常時の結核対策の実施と
保健所の役割に関する研究鈴木祐子本科　

２１－１

保
健
福
祉
行
政

管

理

分

野
吉見逸郎研究情報センターがん健診信念尺度日本語版の作成と有用性の検

討平紅専応用
１９－１

奥田博子

児玉知子

公衆衛生看護部

人材育成部　　
東京都神経難病医療ネットワークを中心とした
神経難病患者の地域療養支援体制の検討桂桂子地域　

２１－２
地　
 
域 　

保 　

健 　

福 　

祉 　

分 　

野

橘とも子

前田秀雄　

研究情報センター

東京都福祉保健局

東京都における社会経済的困難層の結核対策

─治療開始と継続の困難要因について─
草深明子地域　

２１－３

福島富士子公衆衛生看護部熟練開業助産婦の地域母子保健における経験知
の一考察杉山みのり地域　

２１－４

中板育美

藤原武男

公衆衛生看護部

生涯保健部

母親への調査から，新生児・未熟児訪問とこん
にちは赤ちゃん訪問のあり方を考える─支援
ネットワークの認識の視点から

夏目恵子地域　
２１－５

米澤純子

中尾裕之

公衆衛生看護部

疫学部
神奈川県における「乳児家庭全戸訪問事業」の
実態と市町村支援のあり方彦根倫子地域　

２１－６

内山茂久

稲葉洋平

生活環境部

生活環境部
居住環境におけるガス状有害物質の挙動山田智美環境　

２１－１

生
活
衛
生

環
境
分
野

山岡和枝

丹後俊郎

技術評価部

技術評価部
特発性肺線維症の急性憎悪の予後因子に関する
統計学的検討勝田知也生統　

２０－３

生　

物　

統　

計　

分　

野

飛田英祐

西川正子

丹後俊郎

技術評価部

技術評価部

技術評価部

部分的区間打ち切りデータにおける二標本検定
法の比較と評価に関する研究川口修生統　

２０－４

丹後俊郎技術評価部複数の読影者による診断法の比較のための対応
のあるカテゴリカルデータの統計的推測佐伯浩之生統　

２０－５

西川正子

丹後俊郎

技術評価部

技術評価部
癌領域の第Ⅱ相臨床試験の多段階デザインにお
ける早期無効中止規準のカットオフ値の検討中川智文生統　

２０－６

西川正子

高橋邦彦

丹後俊郎

技術評価部

技術評価部

技術評価部

非臨床薬理実験の用量─反応試験データ解析に
関する研究本田主税生統　

２１－３

修了者一覧
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指導教官
特 別 研 究 課 題 名研修生氏名学籍番号分野

氏　　名所　　　属

欅田尚樹

緒方裕光　

生活環境部

研究情報センター　

Health disability of school teachers in Senegal. 
Descriptive study on school teachers diseases 
from ２００６ to ２００８. 

SARR Theophile 
Patrice

国際　
２１－１

国　
　

際　
　

保　
　

健　
　

分　
　

野

兵井伸行

ムハマッド・マフ
ムード・アフザル

研修企画部

ＷＨＯ健康開発総合
研究センター

Reform of primary level health care policies for 
ageing populations in Sri Lanka

Chamaleen J. 
KASTURIARACH-
CHI

国際　
２１－２

熊川寿郎経営科学部Quality assessment of reproductive health 
centers in Chongqing, ChinaHE Yang国際　

２１－３

兵井伸行研修企画部

A cross－sectional analysis of the challenges of 
the first batch of nurse trainees in Japan under 
the Japan－Philippine Economic Partnership 
Agreement

Christine Joan R. 
CO

国際　
２１－４

谷畑健生疫学部A study on HIV／AIDS preventive activities at 
health centers in JapanAyako SHIMPO国際　

２１－５

須藤紀子生涯保健部Effects oｆ Internet use during the weight 
maintenance period After weight loss programsSoko FUJINO国際　

２１－６

三浦宏子口腔保健部
The status of Orofacial clefts in National Capital 
Region （NCR）,  Philippines. A literature review 
of prevalence, classifications and risk factors.

Jieni MORIMATA国際　
２１－７

吉見逸郎

砂川富正

八幡裕一郎

研究情報センター

国立感染症研究所
感染症情報センター

国立感染症研究所
感染症情報センター

２００７年－２００８年の横須賀市における麻疹の流行
について闍橋秀明健管　

２０－１

健　
　

康　
　

危　
　

機　
　

管　
　

理　
　

分　
　

野

吉見逸郎

大山卓昭

八幡裕一郎

研究情報センター

国立感染症研究所
感染症情報センター

国立感染症研究所
感染症情報センター

新型インフルエンザにおける季節性インフルエ
ンザワクチン（２００８／０９シーズン）の効果土橋酉紀健管　

２０－２

橘とも子　

松井珠乃　　

研究情報センター

国立感染症研究所
感染症情報センター

兵庫県の一般市民における日本紅斑熱とつつが
虫病の認知度，受診行動および情報入手方法に
関する研究

冨岡鉄平健管　
２０－３

今井博久

大山卓昭

疫学部

国立感染症研究所
感染症情報センター

男性性器の状態を問う質問紙の妥当性の検討山岸拓也健管　
２０－４

修了者一覧
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平成２１年度専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）・Ⅲ修了者一覧

研修生氏名学籍番号課程名称研修生氏名学籍番号課程名称

藤原秀子医安管攻
２１－１

医
療
安
全
管
理
専
攻
科

専　
　

門　
　

課　
　

程　
　

Ⅲ

大仲博之分割前期
２１－１

保
健
福
祉
行
政
管
理
分
野
分
割
前
期
（
基
礎
）

専　
　

門　
　

課　
　

程　
　

Ⅰ

加島典子医安管攻
２１－２奥田光崇分割前期

２１－２

兵永佳子医安管攻
２１－３加治正行分割前期

２１－３

角南眞　医安管攻
２１－４杉戸一寿分割前期

２１－５

繁田順子医安管攻
２１－５田嶋久美子分割前期

２１－６

木下美奈子医安管攻
２１－６二部野　肇分割前期

２１－８

浅木貴子医安管攻
２１－７野中　敦分割前期

２１－９

三間屋純一分割前期
２１－１０

石井市枝地域攻
２１－１地

域
保
健
福
祉

専
攻
科

専　
　

門　
　

課　
　

程　
　

Ⅲ

櫻岡さおり地域攻
２１－２

松井理香地域攻
２１－３

藤田修平地保臨攻
２１－１

地　

域　

保　

健　

臨　

床　

研　

修　

専　

攻　

科

的場秀亮地保臨攻
２１－２

桐山瑶子地保臨攻
２１－３

渡部明人地保臨攻
２１－４

相原由季子地保臨攻
２１－５

榊原麻里絵地保臨攻
２１－６

春藤裕樹地保臨攻
２１－７

松尾智次地保臨攻
２１－８

刀禰智之地保臨攻
２１－９

岡原陽二地保臨攻
２１－１０

吉田晴香地保臨攻
２１－１１

新田惇一地保臨攻
２１－１２

修了者一覧
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平成２１年度専門課程授業科目

専門課程Ⅰ・Ⅱ及びⅢ地域健康福祉専攻科の授業科目

（１）国際保健分野以外の全分野共通必修科目（コア科目）

課 程 修 業 に
必 要 な 単 位 数

時　　間　　数
科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

２単位
（分割前期は必修
科目も修得して１２
単位，保健福祉専
攻科は必修科目と
合わせて１０単位）

１１緒 方 裕 光情報処理法（１）

１１緒 方 裕 光情報処理法（２）

１１曽 根 智 史現代社会における健康観

１１今 井 博 久疫学と社会

１１大 澤 元 毅建築衛生部の役割と近年の活動

１１石 川 雅 彦医療安全の動向と課題

１１土 井 由 利 子プロフェッショナルと生涯教育

１１丹 後 俊 郎統計学のセンス

１１緒 方 裕 光保健医療情報

１１筧　 淳 夫患者と病院

１１熊 川 寿 郎ヘルスケアシステムのマネジメント
─機械型システムと適応型システム

１１筒 井 孝 子保健・医療・福祉サービスにおける
評価の考え方

１１欅 田 尚 樹身の回りの放射線と健康

１１三 浦 宏 子口腔機能の向上と全身の健康との関
連性

１１成 木 弘 子地域における健康づくり

１１秋 葉 道 宏環境と健康

１１横 山 徹 爾生活習慣病対策の目標と戦略

１１加 藤 則 子予防─その理論と現実

（２）国際保健・生物統計分野以外の分野合同必修科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

選択必修科目
と合わせて１２
単位

２８２８曽 根 智 史公衆衛生総論

１６１６筒 井 孝 子【社会保障論】

３２３２横 山 徹 爾【社会調査法】

草 間 か お る

曽 根 智 史

２４２４今 井 博 久疫学概論

２４２４緒 方 裕 光保健統計概論

２０２０柳 宇環境保健概論

１６１６加 藤 則 子統合講義

授業科目一覧
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（３）行政管理・健康危機管理分野必修科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

全ての科目を
履修して１２単
位

４０４０曽 根 智 史公衆衛生行政

１２１２筒 井 孝 子【社会福祉・地域福祉】

３２３２曽 根 智 史組織経営管理

熊 川 寿 郎

菅 原 琢 磨

保健統計学・疫学

２０２０今 井 博 久【疫学方法論】

２０２０丹 後 俊 郎保健統計学応用

山 岡 和 枝

２４２４鍵　 直 樹環境保健応用

対人保健

２０２０曽 根 智 史（対人保健活動）

加 藤 則 子

４０４０曽 根 智 史健康危機管理

逢 見 憲 一

武 村 真 治

２４２４橘　 と も 子【感染症】

（４）地域健康福祉分野必修科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

全ての科目を
履修して１２単
位

保健統計学・疫学

２０２０今 井 博 久【疫学方法論】

公衆衛生行政

１２１２筒 井 孝 子【社会福祉・地域福祉】

１６１６奥 田 博 子公衆衛生看護管理

１６１６奥 田 博 子地域保健活動展開論

１８１８中 板 育 美サービスの質の保証

１６１６福 島 富 士 子支援技術論

１６１６米 澤 純 子現任教育

１６１６寺 田　 宙人材育成方法

２４２４中 板 育 美対人保健活動（１～８）

１６１６成 木 弘 子公衆衛生看護・栄養研究方法Ⅰ

健康危機管理

２４２４橘　 と も 子【感染症】

（５）生活衛生環境分野必修科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

全ての科目を
履修して１２単
位

３２３２寺 田　 宙生活衛生環境特論

１６１６牛 山　 明生活衛生研究方法論

３２３２内 山 茂 久環境分析概論

３２３２稲 葉 洋 平環境分析演習

１６１６山 口 一 郎実験値の統計

３２３２鍵　 直 樹環境衛生学

授業科目一覧
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（６）国際保健・生物統計分野以外の分野選択科目（うち遠隔配信分は★印）

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者

総数実習演習講義

保健福祉行政
管理分野１１単
位以上

地域保健福祉
分野１７単位以
上

生活衛生環境
分野合同臨地
訓練と合わせ
て２２単位以上

３２３２奥 田 博 子地域保健活動特論

（A群：行政関連群）
１６１６１綿 引 信 義保健人口学

兵 井 伸 行

３２３２２兵 井 伸 行国際保健協力

綿 引 信 義

１６１６１武 村 真 治保健経済学（★）

（B群：疫学統計群）
３２３２２丹 後 俊 郎統計方法論

山 岡 和 枝

３２３２２谷 畑 健 生疫学各論

３２３２２緒 方 裕 光保健情報利用概論

３２３２２谷 畑 健 生計数値の統計

３丹 後 俊 郎生物統計学（★）

山 岡 和 枝

（Ｃ群：地域ケア群）

１６１６１武 村 真 治保健社会学（★）

１６１６１土 井 由 利 子行動科学

１６１６１曽 根 智 史健康教育（★）

３２３２２草 間 か お る公衆栄養

１６１６１成 木 弘 子公衆衛生看護・栄養研究方法Ⅱ

（Ｄ群：対人保健群）

３０３０２瀧 本 秀 美母子保健（★）

３２３２２福 島 富 士 子学校・思春期保健

１６１６１米 澤 純 子高齢者保健・在宅ケア

３２３２２中 板 育 美精神保健

１６１６１安 藤 雄 一口腔保健

１６１６１曽 根 智 史産業保健

１５１５１橘　 と も 子健康危機管理情報論（★）

（Ｅ群：生活衛生環境群）

１２１２１杉 山 英 男毒性学（基礎）

１６１６１稲 葉 洋 平環境毒性学

１６１６１山 口 一 郎リスクマネジメント（★）

緒 方 裕 光

１６１６１山 口 一 郎リスクコミュニケーション

１６１６１牛 山　 明適応生理学

３２３２２鈴 木　 晃住環境学

１６１６１秋 葉 道 宏環境監視管理論

１２１２１鍵　 直 樹建築環境工学

１６１６１内 山 茂 久空気環境学

３２３２２伊 藤 雅 喜水管理工学

１６１６１豊 福　 肇食品衛生

１２１２１杉 山 英 男放射線衛生学

１６１６１緒 方 裕 光リスク科学

（F群：ゼミナール）
１６１６１加 藤 則 子ゼミナールⅠ

６０６０３兵 井 伸 行地域健康教育

　　（医療管理分野）

１岡 本 悦 司健診・保健指導データ分析法（★）

１岡 本 悦 司レセプトデータ分析法（★）

授業科目一覧
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（７）生物統計分野必修科目・選択科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

２６単位

３２３２２高 橋 邦 彦数学基礎

必　
　

修　
　

科　
　

目

３２３２２横 山 徹 爾生物統計学基礎

３２３２２高 橋 邦 彦数理統計学特論Ⅰ

３２３２２高 橋 邦 彦数理統計学特論Ⅱ

３２３２２飛 田 英 祐分散分析特論

３２３２２山 岡 和 枝カテゴリカルデータ解析特論

３２３２２西 川 正 子生存時間解析特論

３２３２２山 岡 和 枝データ解析演習

３２３２２丹 後 俊 郎臨床試験特論Ⅰ

３２３２２西 川 正 子臨床試験特論Ⅱ

３２３２２山 岡 和 枝疫学調査特論

３２３２２西 川 正 子薬物動態学特論

３２３２２西 川 正 子臨床試験論講

２単位以上
３２３２２丹 後 俊 郎統計モデル特論選

択
科
目 ３２３２２高 橋 邦 彦数理統計学特論Ⅲ

（８）　国際保健分野必修科目・選択科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

１４単位

１６１６１岡 本 悦 司Health Informatics

必
修
科
目

１６１６１兵 井 伸 行Introduction to Health Reseach

５０５０３兵 井 伸 行Health Administration and Policy １

５０５０３兵 井 伸 行Health Administration and Policy ２

５０５０６兵 井 伸 行Health Administration and Policy ３

１１単位　以上

２０２０１兵 井 伸 行Field Practice on Health and 
Welfare Administration

選　
　
 　

択　
　
 　

科　
 　
　

目

６０６０３兵 井 伸 行Commnity Health Education

１６１６１岡 本 悦 司Biostatistics

３２３２２佐 田 文 宏Epidemiology

中 尾 浩 之

６０６０３曽 根 智 史Infectious Disease Control

３０３０２山 口 一 郎Basic Environmental Healh Science

１８１８１山 口 一 郎Seminar on Environmental Health 
Science

１６１６１曽 根 智 史Health Promotion

３２３２２兵 井 伸 行Special Study in International 
Health １

綿 引 信 義

３２３２２岡 本 悦 司Special Study in International 
Health ２

１６１６１綿 引 信 義Problem Solving Skills

１６１６１橘 と も 子Public Health Emergency 
Preparedness

１６１６１岡 本 悦 司Health Economics ＆ Financing

１６１６１児 玉 知 子Health Service Management

５単位

５綿 引 信 義

合同臨地訓練
兵 井 伸 行

阪 東 美 智 子

曽 根 智 史

授業科目一覧
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（９）合同臨地訓練

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野本科，専門課程Ⅱ地域保健福祉分野（生活衛生環境分野・生物統計分野・国際
保健分野・健康危機管理分野を除く）の各分野では，必修科目で５単位．　Ｈ２１年度は２チームにより実施．

第１チーム
　　地域における関係者参画・連携に基づくたばこ対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指導教官　　吉見　逸郎

第２チーム
　　フィリピン国Urban HEART 助産施設における施設分娩を促進する要因について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指導教官　　綿引　信義

専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専攻科の授業科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

８単位

３曽 根 智 史生活習慣病対策論

３曽 根 智 史感染症対策論

２曽 根 智 史公衆衛生行政活動論

専門課程Ⅲ医療安全管理専攻科の授業科目

課程修業に
必要な単位数

時　　間　　数
単位数科目担当者科　　　目

総数実習演習講義

３７単位

６０６０４種田　憲一郎医療安全管理概論

９０９０６種田　憲一郎危機管理

９０９０６種田　憲一郎安全管理各論Ⅰ

１２０１２０８種田　憲一郎安全管理各論Ⅱ　　　　　　　　　
　（医療安全教育）

３０３０２種田　憲一郎質管理

１８０１８０６種田　憲一郎安全管理実習

１５０１５０５種田　憲一郎医療安全管理研究

授業科目一覧
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延日数日数外国人
（内数）修了者受講者許可者応募者定員研　　　　　　　  修　　　　　　　  名

７３８７３８１２２２７研究課程

７,９６０２,９９８４５４５７５７６８９０専門課程

００１１１２

３０

　保健福祉行政管理分野本科

００８１０１０１０　保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）

００１１１１　保健福祉行政管理分野分割後期（応用）

１,２３０２４６０５６６６

３０

　地域保健福祉分野

２４６２４６０１１１１　生活衛生環境分野

１,２３０２４６０５４４１０　生物統計分野

０２４６０００００　医療管理分野

１,７２２２４６４７７７１１　国際保健分野

１,９６８４９２０４５５５　健康危機管理分野

２１０７００３３３３

３０

　地域保健福祉専攻科

６９６５８０１２１２１２１２　地域保健臨床研修専攻科

６５８９４０７７７７　医療安全管理専攻科

１５,７３４４２５０３,３１９３,３９２３,５７６３,８２８３,７３５短期研修

１３６２０６８６８７７７７１００　療養病床の再編支援研修

２７３０９９９９２０　衛生主管部局事務官研修

６５５０１３１５２０２０３０　地域医療推進専門家養成研修

７８３０２６２６２７２７４０　健康危機管理保健所長等研修（実務編）①

７２３０２４２４２４２４４０　健康危機管理保健所長等研修（実務編）②

７５３０２５２５２５２５４０　健康危機管理保健所長等研修（実務編）③

３０３０１０１０１１１１２０　健康危機管理保健所長等研修（高度技術編）

４３５３０１４５１４８１５４１７１１５０　生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修（計画編）

１８４２０９２９３９７１１５５０　生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修（評価編）

８０４０２０２１２１２１３０　たばこ対策の推進に関する研修（企画・調整）

１２４４０３１３１３４３４５０　たばこ対策の推進に関する研修（禁煙支援）

１９５５０３９４０４１４１４０　児童虐待防止研修

３０３３０１０１１１２１２４１２４１００　死体検案研修

４９５１５０３３３３４３４３４０　公衆衛生看護管理者研修（実務管理）

９３３０３１３１３２３２２５　公衆衛生看護管理者研修（人材管理）

４１０１００４１４３４３４３３０
　公衆衛生看護中堅者研修（前期）

　公衆衛生看護中堅者研修（後期）

５００２００２５２５２５２５３０　公衆栄養研修

５０５０１０１１１１１１２０　歯科保健研修（歯科専門職向け）

１５０３０５０５０５３５３５０　健康・栄養調査の企画・運営・評価に関する研修

３５０５０７０７０７９７９８０　エイズ対策研修（地域基盤整備）

７５３０２５２５２６２６２０　エイズ対策研修（検査相談機能強化）

３０３０１０１０１３１３２０　エイズ対策研修（戦略開発・事業管理）

１３５５０２７２７２８２９４０　感染症集団発生対策研修

７５５０１５１５１５１５２０　新興再興感染症技術研修

４４８１４０３２３２３２３２２０　細菌研修

１０８４０２７２７２７２８４０　病院長研修①

１０４４０２６２６３０３０４０　病院長研修②

２００５０４０４０４５６１４０　事務部長研修①

２０５５０４１４１４４６８４０　事務部長研修②

２５２４０６３６３６５６５６０　看護部長研修①

２００４０５０５０５２５２６０　看護部長研修②

１００５０２０２０２１２１３０　トップリーダー研修①

１１５５０２３２４２４２４３０　トップリーダー研修②

入学・修学状況調べ
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延日数日数外国人
（内数）修了者受講者許可者応募者定員研　　　　　　　  修　　　　　　　  名

４５３０１５１５１６１６２０　急性期病院施設計画研修

６８４０１７１８１８１９２０　病院経営に資する診療情報のマネジメント研修

２０１３０６７６８７３７３６０　療養病床の転換支援研修

６６２０３３３４３６３６４０　医療安全リーダーシップ研修①

３８２０１９１９２１２１４０　医療安全リーダーシップ研修②

３１８６０５３５４５５５５４０　医療安全管理者研修

６０４０１５１５１６１６２０　安全文化を醸成するカリキュラムデザイン研修

１００４０２５２５２５２５６０　医療安全：看護基礎教育臨床ジョイント研修

４５３０１５１５１６１６３０　医療安全管理者フォローアップ研修

１００２０５０５０５４５４５０　歯科医師臨床研修制度・研修管理委員会・委員長研修

１６１７０２３２３２３３２２０　水道クリプトスポリジウム試験法に係る技術研修

６７６２６０２６２６２６２６２０　水道工学研修

２５５１５０１７１７１７１７２０　住まいと健康研修

５５５０１１１１１１１１２０　医療放射線監視研修

８５０２５０３４３４３５３５３０　薬事衛生管理研修

７００２００３５３５３５３５３０　食肉衛生検査研修

１,１５０２３０５０５０５０５０４０　食品衛生管理研修

４３７１９０２３２３２３２３２０　食品衛生監視指導研修

４０５３０１３５１３８１４３１７７１２０　都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・老人福祉施設担当）①

３２１３０１０７１１０１２２１３５１２０　都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・老人福祉施設担当）②

３８４３０１２８１３１１３３１４８１２０　都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・障害者福祉施設担当）

３７２３０１２４１２５１２５１４９１２０　都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・児童福祉施設担当）

１９８３０６６６９７１７１７０　都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（生活保護担当）

３０６３０１０２１１０１２０１２０１１０　福祉事務所長研修

４８３０１６２８３０３０７０　生活保護自立支援研修担当育成研修

１８０３０６０６２６３６３８０　児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

１２１１０１２１１２３１２４１２４１５０　都道府県障害程度区分指導者研修

９８１０９８９８１０９１０９１５０　要介護認定都道府県等職員研修

３０６２０１５３１５４１５９２１４１５０　要介護認定調査員指導者研修

３７２３０１２４１２８１３０１４４１２０　介護保険指導監督中堅職員研修

２３５５０４７４７４９５９４５　医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修①

１４５５０２９３１３２３２４５　医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修②

２７３３０９１９３１０５１０５８０　ユニットケアに関する研修（施設整備ならびに指導監督）①

１８６３０６２６２６９６９８０　ユニットケアに関する研修（施設整備ならびに指導監督）②

１７０１００１７１７１８１８２０　疫学統計研修

１０８９０１２１２１３１３２０　地域保健支援のための保健情報処理技術研修（情報収集・管理・発信）

１５０１００１５１５１６１６２０　地域保健支援のための保健情報処理技術研修（施策立案支援）

１３２６０２２２２２２２３２０　臨床試験に係わる臨床医向け生物統計学研修

１,０４０７６３８３８３８３８６２４４国際協力研修

６４４４６１４１４１４１４２２１６　保健衛生管理研修

８１９９９９９１６１３　保健衛生政策向上セミナー研修

３１５２１１５１５１５１５２４１５　病院管理技術とヘルスサービスマネジメント研修

２００５４０４０４０４０４０４０　ＷＨＯ－ＮＣＤコース

２５,４７２４,２３７４２３,４１２３,４８９３,６７３３,９６０３,８７６総　　　　合　　　　計

入学・修学状況調べ
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短期研修実施日程

３月２月
２２年　
１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月

２１年　
４月定員研　　修　　名

２９～３０
月　火

  ─
１００療養病床の再編支援研修

２～４
水　金
─　 

２０衛生主管部局事務官研修

１６～２０
月　金
─

３０地 域 医 療 推 進
専 門 家 養 成 研 修

３～５
水　金
─　 

１６～１８
水　金

  ─

各回
４０

健 康 危 機 保 健 所 長
等 研 修 （ 実 務 編 ）

２９　３１
水　金

  ─
２０健 康 危 機 保 健 所 長

等研修（高等技術編）

２７～２９
月　水

  ─
１５０

生活習慣病対策健診・
保健指導に関する企画・
運営・技術研修（計画編）

３０～３１
木　金

  ─
５０

生活習慣病対策健診・
保健指導に関する企画・
運営・技術研修（評価編）

１～４
火　金
─　 

３０た ば こ 対 策 の 推 進 に
関する研修（企画・調整）

１６　１９
火　金
─　 

５０た ば こ 対 策 の 推 進 に
関する研修（禁煙支援）

４０児 童 虐 待 防 止 研 修

７　　
日　　
  ─　 

１１～１２
日　月
  ─　 

１００死 体 検 案 研 修

４０公 衆 衛 生 看 護 管 理 者
研 修 （ 実 務 管 理 ）

１４　１６
月　水
─

２５公 衆 衛 生 看 護 管 理 者
研 修 （ 人 材 管 理 ）

１３～１５
水　金
─

３０公衆衛生看護中堅者研修

３０公 衆 栄 養 研 修

１７～１９
水　金
  ─

５０健康・栄養調査の企画・
運営・評価に関する研修

２０歯 科 保 健 研 修
（ 歯 科 専 門 職 向 け ）

２２　２６
月　金
　─

８０エ イ ズ 対 策 研 修
（ 地 域 基 盤 整 備 ）

２０エ イ ズ 対 策 研 修
（検査相談機能強化）

１３　１５
月　水
─ 

２０エ イ ズ 対 策 研 修
（戦略開発・事業管理）

３０　２
水　金
─

２９　３
月　金
  ─

前半 後半

２５　１２
月　金
  ─

３１　８
月　火
  ─前期 後期

１７　１１
月　金
─   

　 ２１ 　  ～１８
　 火 　  　金
  ───  

２９　１
月　水
─
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３月２月
２２年　
１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月

２１年　
４月定員研　　修　　名

９～１３
月　金

  ─
４０感染症集団発生対策研修

５～９
月　金
─ 

２０新興再興感染症対策研修

２～２０
月　金
─  

２０細 菌 研 修

６～９
火　金
─   

９～１２
火　金
─   

各回
４０病 院 長 研 修

１～５
月　金
─   

各回
４０事 務 部 長 研 修

１０～１３
火　金
─   

７～１０
火　金
─   

各回
６０看 護 部 長 研 修

２６～３０
月　金
─　

２２～２６
火　金
─  

各回
３０ト ッ プ リ ー ダ ー 研 修

２５～２７
水　金
─　

２０急性期病院施設計画研修

１８～２１
火　金
─   

２０病院経営に資する診療
情報マネジメント研修

２０～２２
水　金
─  

６０療養病床の転換支援研修

２２～２３
水　木
─　

２１～２２
火　水
─　

各回
４０

医 療 安 全 リ ー ダ ー
シ ッ プ 研 修

１６～１８
火　木
─    

１９～２１
火　木
─    

４０医 療 安 全 管 理 者 研 修

１９～２２
火　金
─   

２０安 全 文 化 を 醸 成 す る
カリキュラムデザイン研修

２８～３１
火　金
─   

６０医療安全：看護基礎教育・
臨 床 ジ ョ イ ン ト 研 修

２３～２５
火　木
─   

３０医 療 安 全 管 理 者
フ ォ ロ ー ア ッ プ 研 修

１１～１２
木　金
─    

５０
歯 科 医 師 臨 床
研 修 制 度 ・ 研 修 管 理
委 員 会 ・ 委 員 長 研 修

２～１０
水　木
── 

２０水道クリプトスポリジウム
試験法に係る技術研修

２０水 道 工 学 研 修

８～２６
月　金
── 

２０住 ま い と 健 康 研 修

２０医 療 放 射 線 監 視 研 修

３０薬 事 衛 生 管 理 研 修

第１回 第２回

第１回 第２回

２８　２
月　金
──

第１回 第２回

第１回 第２回

第１回 第２回

前期 後期

　　　１４  　～２３ 
　　　火  　　金 
───   

　　　１９  　～１３ 
　　　月  　　金 
───   

　　　１８  　～１９ 
　　　月  　　金 
───　 

短期研修実施日程
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３月２月
２２年　
１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月

２１年　
４月定員研　　修　　名

３０食 肉 衛 生 検 査 研 修

４０食 品 衛 生 管 理 研 修

５　３０
月　金
  ──

２０食品衛生監視指導研修

１３～１５
水　金
─

１２０
社会福祉法人・
老 人 福 祉 施 設
担 当（ 第 １ 回 ）

都

道

府

県

・

指

定

都

市

・

中

核

市

指

導

監

督

職

員

研

修

２７～２９
水　金
　  ─

１２０
社会福祉法人・
老 人 福 祉 施 設
担 当（ 第 ２ 回 ）

１０～１２
水　金
─

１２０
社会福祉法人・
障 害 者 福 祉
施 設 担 当

２４～２６
水　金
　  ─

１２０
社会福祉法人・
児 童 福 祉
施 設 担 当

９～１１
水　金
─

７０生 活 保 護 担 当

２２～２４
水　金
　  ─

１１０福 祉 事 務 所 長 研 修

１５～１７
水　金
　  ─

７０生 活 保 護 自 立 支 援
研 修 担 当 育 成 研 修

１８～２０
水　金
　  ─

８０
児 童 相 談 所 中 堅
児 童 福 祉 司 ・ 児 童
心 理 司 合 同 研 修

　　２２
　　月
　  ─

１５０都 道 府 県 障 害 程 度
区 分 指 導 者 研 修

１９
火

     ─
１５０要 介 護 認 定 都 道 府 県

等 職 員 研 修

２０～２１
水　木
　  ─

１５０要 介 護 認 定 調 査 員
指 導 者 研 修

２～４
火　金
─　  

１２０介 護 保 険 指 導 監 督
中 堅 職 員 研 修

１４～１８
月　金
─

１１～１５
月　金
─

各回
４５

医療ソーシャルワーカー
リ ー ダ ー シ ッ プ 研 修

１～３
水　金
─　  

３～５
水　金
─　  

各回
８０

ユ ニ ッ ト ケ ア に
関する研修（施設整備
な ら び に 指 導 監 督 ）

２０疫 学 統 計 研 修

５～１６
月　金
　─ 

２０
地域保健支援のための
保健情報処理技術研修
（情報収集・管理・発信）

２０
地域保健支援のための
保健情報処理技術研修
（ 施 策 立 案 支 援 ）

　　２７
　　金

２６～３０
月　金
　  ─

２０臨床試験に関わる臨床医
向 け 生 物 統 計 学 研 修

　　　２２  　～１７ 
　　　月  　　金 
───　　 

　　　１２  　～１２ 
　　　火  　　金 
───　　 

第１回 第２回

３１　１１
月　金

 ──

３０　１１
月　金

 ──

前期 後期

短期研修実施日程
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ＷＨＯ－ＮＣＤコース保健政策向上セミナー病院管理技術とヘルス
サービスマネジメント保健衛生管理研 修 名　

　国　　名
平成２１年８月３日

～７日
平成２２年１月１９日

～２９日
平成２１年８月２４日
～９月２５日

平成２１年５月１２日
～７月１０日

１２２ア フ ガ ニ ス タ ン１

１２イ ラ ク２

１イ ン ド３

１１ケ ニ ア４

１１コ ン ゴ 共 和 国５

１サ ウ ジ ア ラ ビ ア６

２１サ モ ア７

１ス リ ラ ン カ８

１２ス ワ ジ ラ ン ド９

１セ ネ ガ ル１０

１セ ン ト ル シ ア１１

２１ソ ロ モ ン１２

 タ イ１３

 １タ ン ザ ニ ア１４

１ナ イ ジ ェ リ ア１５

１ナ ミ ビ ア１６

１ハ イ チ１７

２１ベ ト ナ ム１８

 １マ ダ ガ ス カ ル１９

１マ リ２０

１南 ア フ リ カ２１

１モ ル デ ィ ブ２２

１モ ル ド バ２３

３１モ ン ゴ ル２４

３カ ン ボ ジ ア２５

４２中 国２６

１１フ ィ ジ ー２７

２ラ オ ス２８

２マ レ ー シ ア２９

３１１フ ィ リ ピ ン３０

２パプアニューギニア３１

 フ ィ ン ラ ン ド３２

３ニュージーランド３３

１ベ ト ナ ム３４

 シ ン ガ ポ ー ル３５

３ミ ク ロ ネ シ ア３６

２バ ヌ ア ツ３７

１オ ー ス ト ラ リ ア３８

１韓 国３９

１ナ ウ ル 共 和 国４０

２ト ン ガ４１

４０９１５１４合　　　　　　　計

研修国別受入れ実績
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個別研修受入状況

  担当部テーマ
依頼機関

人数国名
年月日

  運営実施至自

公衆衛生政策部，
経営科学部研究情
報センター，疫学
部

健康技術評価JICWELSJICWELS４中国 ２００９.５.２２２００９.５.１９

研修企画部公衆衛
生政策部

日本の保健システム及び保
健人材開発・管理

JICAJICA８バングラデシュ ２００９.６.２

院長，研修企画部，
研究情報センター，
経営科学部研究，
疫学部

日本の科学医療の現状，公
衆衛生の技術革新

JICWELSJICWELS４中国 ２００９.７.１７２００９.７.１４

口腔科学保健部口腔健康科学教育九州大学大学
院

JICA８中国，コートジボワール，
ドミニカ共和国，インド，
ナイジェリア，パレスチナ，
南アフリカ，トンガ

 ２００９.７.１６

水道工学部上水道施設技術JICAJICA８バングラデシュ，キューバ，
コンゴ，エジプト，ケニヤ，
フィリピン，タジキスタン，
ベトナム，ティモール

 ２００９.７.２９

生涯保健部母子健康マネジメントJICAJICA９パレスチナ，ヨルダン２００９.１０.１３

研修企画部
経営科学部

地域保健システム強化によ
る感染症を中心とした保健
課題の改善

長崎大学JICA８中国，コートジボワール，
ドミニカ共和国，インド，
ナイジェリア，パレスチナ，
南アフリカ，トンガ

 ２００９.１０.１６

研修企画部
政策科学部
経営科学部

ベトナム保健省アドバイ
ザーＣ／Ｐ研修

国立国際医療
センター

JICA２ベトナム２００９.１０.２６

人材育成部母子健康栄養改善事業女子栄養大学JICA３エチオピア２００９.１１.１２

研修企画部基礎保健スタッフ強化プロ
ジェクトカウンターパート
研修

国立国際医療
センター

JICA２ミャンマー２０１０.２.９

研修企画部
公衆衛生政策部
水道工学部

感染症対策研修JICWELSJICWELS８ベトナム，フィリピン，ラ
オス，パプアニューギニア
イラク，ニジェール，ブー
タン

 ２０１０.２.１０

研修企画部
公衆衛生政策部

パラグアイ保健政策研修JICAJICA２パラグアイ２０１０.３.２

研修企画部
人材育成部
公衆衛生政策部

循環器病疾病対策，栄養・
運動指導

国立循環器病
センター

国立循環器病
センター

６中国２０１０.３.１９
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教務会議 

教育訓練計画 
作成・協議・運営 

研究課程委員会 専門課程委員会 短期研修委員会 遠隔教育委員会 
国際協力 
研修委員会 入学試験委員会 

合同臨地訓練 地域保健・福祉 
分野小委員会 

医療・病院分野 生活衛生分野 情報統計分野 
運営委員会 小委員会 小委員会 小委員会 

教育訓練運営体制
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教務会議・委員会名簿

２００９年１１月２６日

条項に基づく構成人員（委員）２１年度
２１年度

議長・委員長
 （課程責任者）

会議（委員会）名

次長辻村　信正曽根　智史教　務　会　議
企画調整主幹鈴木　康裕（国際協力研修委員会

委員長・保健福祉行政
管理担当責任者）

〔定員，現員〕
研修企画部長土井　由利子〔なし，２０名〕
研究課程責任者丹後　俊郎
専門課程責任者加藤　則子
　　専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当責任者曽根　智史
　　専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当責任者成木　弘子
　　専門課程Ⅱ生活衛生環境分野担当責任者秋葉　道宏
　　専門課程Ⅱ生物統計分野担当責任者山岡　和枝
　　専門課程Ⅱ医療管理分野担当責任者熊川　寿郎
　　専門課程Ⅱ国際保健分野担当責任者兵井　伸行
　　専門課程Ⅱ健康危機管理分野橘　とも子
短期研修責任者秋葉　道宏
　　地域保健・福祉分野担当責任者（短期研修副責任者）武村　真治
　　医療・病院分野担当責任者種田　憲一郎
　　生活衛生分野担当責任者（短期研修副責任者）鈴木　晃
　　情報統計分野担当責任者緒方　裕光
遠隔教育委員会委員長緒方　裕光
国際協力研修委員会委員長曽根　智史
院長指名筧　淳夫
院長指名欅田　尚樹
院長指名金谷　泰宏
教務課長塚本　公子

（副委員長）緒方　裕光丹後　俊郎研究課程委員会
　副責任者今井　博久〔若干名，６名〕
　副責任者�島　茂
　副責任者横山　徹爾
　副責任者杉山　英男
教務課長塚本　公子

院長指名（副委員長）土井　由利子加藤　則子専門課程委員会
専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当責任者（専門課程Ⅲ地域保健
臨床研修専攻科責任者を兼ねる．）曽根　智史（保健福祉行政管理分

野担当）
〔なし，２３名〕

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当（専門課程Ⅲ地域保健臨床研
修専攻科担当者を兼ねる．）加藤　則子

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当（専門課程Ⅲ地域保健臨床研
修専攻科担当者を兼ねる．）瀧本　秀美

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当責任者（専門課程Ⅲ地域保健福祉
専攻科責任者を兼ねる．）成木　弘子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科
担当者を兼ねる．）福島　富士子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科
担当者を兼ねる．）草間　かおる

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野担当責任者秋葉　道宏
専門課程Ⅱ生活衛生環境分野担当寺田　宙
専門課程Ⅱ生物統計分野担当責任者山岡　和枝
専門課程Ⅱ生物統計分野担当高橋　邦彦
専門課程Ⅱ医療管理分野担当責任者熊川　寿郎
専門課程Ⅲ医療安全管理専攻科担当責任者（専門課程Ⅱ医療管理分
野担当者を兼ねる．）種田　憲一郎

専門課程Ⅱ国際保健分野担当責任者兵井　伸行
専門課程Ⅱ国際保健分野担当綿引　信義
専門課程Ⅱ国際保健分野担当牛山　明
専門課程Ⅱ国際保健分野担当三浦　宏子
専門課程Ⅱ国際保健分野担当児玉　知子
専門課程Ⅱ健康危機管理分野担当責任者橘　とも子
専門課程Ⅱ健康危機管理分野担当江藤　亜紀子
専門課程Ⅱ健康危機管理分野担当（感染研より）大山　卓昭
専門課程Ⅲ医療安全専攻科担当者玉置　洋
遠隔教育委員会委員長緒方　裕光
合同臨地訓練運営委員会委員長綿引　信義
院長指名中板　育美
教務課長塚本　公子
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条項に基づく構成人員（委員）２１年度
２１年度

議長・委員長
 （課程責任者）

会議（委員会）名

地域保健・福祉分野担当責任者（副委員長）武村　真治秋葉　道宏短期研修委員会

地域保健・福祉分野担当副責任者橘　とも子〔１６名，１１名〕

　《地域保健・福祉分野小委員会委員》　筒井　孝子

　《地域保健・福祉分野小委員会委員》　吉見　逸郎

　《地域保健・福祉分野小委員会委員》　草間　かおる

　《地域保健・福祉分野小委員会委員》　川南　勝彦

　《地域保健・福祉分野小委員会委員》　井上　由起子

　《地域保健・福祉分野小委員会委員》　中板　育美

医療・病院分野担当責任者種田　憲一郎

医療・病院分野担当副責任者菅原　琢磨

　《医療・病院分野小委員会委員》　児玉　知子

　《医療・病院分野小委員会委員》　小林　健一

　《医療・病院分野小委員会委員》　玉置　洋

生活衛生分野担当責任者（副委員長）鈴木　晃

生活衛生分野担当副責任者秋葉　道宏

　《生活衛生分野小委員会委員》　土井　由利子

　《生活衛生分野小委員会委員》　山口　一郎

　《生活衛生分野小委員会委員》　豊福　肇

　《生活衛生分野小委員会委員》　寺田   宙
情報統計分野担当責任者緒方　裕光

情報統計分野担当副責任者山岡　和枝

　《情報統計分野小委員会委員》　大坪　浩一

　《情報統計分野小委員会委員》　藤井　仁

　《情報統計分野小委員会委員》　飛田　英祐

遠隔教育担当者（副委員長）安藤　雄一

院長指名土井　由利子

教務課長塚本　公子

※小委員会委員は，短期研修委員会には含まれない．

（副委員長）安藤　雄一緒方　裕光遠隔教育委員会

加藤　則子〔若干名，１４名〕

曽根　智史

岡本　悦司

中板　育美

鍵　直樹

奥村　貴史

西川　正子

山口　一郎

橘　とも子

（副委員長）兵井　伸行曽根　智史国際協力研修委員会

綿引　信義〔若干名，１４名〕

土井　由利子

浅見　真理

須藤　紀子

岡本　悦司

種田　憲一郎

児玉　知子

島崎　大

三浦　宏子

教務会議・委員会名簿
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教務会議・委員会名簿

条項に基づく構成人員（委員）２１年度
２１年度

議長・委員長
 （課程責任者）

会議（委員会）名

研究課程（副委員長）緒方　裕光土井　由利子入学試験委員会

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野（専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専
攻科を兼ねる．）加藤　則子（院長指名）※〔１５名以内，１３名〕

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野（専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専
攻科を兼ねる．）曽根　智史

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科を兼
ねる．）成木　弘子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科を兼
ねる．）福島　富士子

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野秋葉　道宏

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野寺田　宙

専門課程Ⅱ生物統計分野山岡　和枝

専門課程Ⅱ生物統計分野高橋　邦彦

専門課程Ⅱ医療管理分野熊川　寿郎

専門課程Ⅲ医療安全管理専攻科種田　憲一郎

専門課程Ⅱ国際保健分野兵井　伸行

専門課程Ⅱ国際保健分野牛山　明

専門課程Ⅱ健康危機管理分野橘　とも子

専門課程Ⅱ健康危機管理分野（感染研より）大山　卓昭

企画調整主幹鈴木　康裕土井　由利子募集要項作成委員会

教務会議議長曽根　智史

専門課程委員会委員長加藤　則子

短期研修委員会委員長秋葉　道宏

広報委員会藤井　　仁

研究情報センター図書館サービス室情報支援係長宮間　浩史

教務課長塚本　公子

教務課課長補佐郡　　正彦

教務課指導専門官高屋　妙子

教務課第一係長中村　雅志

教務課第二係長馬場　祥江

教務課第三係長内藤　万佐子　

教務課第四係長江頭　圭三

（副科目担当者）（副委員長）武村　真治綿引　信義合同臨地訓練運営委員会
（副科目担当者）山口　一郎（科目担当者）〔なし，７名〕

奥田　博子

森川　美絵

阪東　美智子

寺田　宙


